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１．１８年９月中間期の連結業績（平成１８年４月１日～平成１８年９月３０日）
（１）連結経営成績 （注）金額は百万円未満切捨

売上高 営業利益 経常利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

１８年９月中間期 ３，５５５ △3.4 ３１１ 53.2 ２８２ 98.8
１７年９月中間期 ３，６８０ 2.0 ２０３ △2.1 １４２ △21.9
１８年３月期 ７，７９９ ４９４ ４０３

中間（当期）純利益 １株当たり中間 潜在株式調整後１株当

（当期）純利益 たり中間（当期）純利益

百万円 ％ 円 銭 円 銭

１８年９月中間期 １０４ 41.0 １０ ３３ － －
１７年９月中間期 ７４ △25.4 ７ ３２ － －
１８年３月期 ２２９ １９ ２３ － －
（注）①持分法投資損益　　　　　　 18年9月中間期　－百万円　　　　17年9月中間期　－百万円　　　　18年3月期　－百万円

　　　②期中平均株式数（連結）　　18年9月中間期　10,113,584株　　17年9月中間期　10,115,415株　　18年3月期10,114,825株　　

　　　③会計処理の方法の変更 有

　　　④売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

（２）連結財政状態
総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

１８年９月中間期 １０，２３７ ２，４６６ ２４．１ ２４３ ８６
１７年９月中間期 １０，３１２ ２，３２６ ２２．６ ２３０ ００
１８年３月期 １０，５８５ ２，５４０ ２４．０ ２４７ ７０
（注）期末発行済株式数（連結）　　18年9月中間期　10,113,197株　　17年9月中間期10,114,672株　　18年3月期　10,113,597株

（３）連結キャッシュ・フローの状況
営業活動による 投資活動による 財務活動による 現金及び現金同等物
キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー 期　末　残　高

百万円 百万円 百万円 百万円

１８年９月中間期 ８５ △２３ △１９８ ５９６
１７年９月中間期 △５ ５６ ７９ ８０４
１８年３月期 △２９０ １８２ １６６ ７３２

（４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項
　　　連結子会社数　３社　　　持分法適用非連結子会社数　－社　　　持分法適用関連会社数　－社

（５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況
　　　連結（新規）　－社　　（除外）　－社　　　　持分法（新規）　－社　　（除外）　－社

２．１９年３月期の連結業績予想（平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日）
売上高 経常利益 当期純利益

百万円 百万円 百万円

通　　　期 ７，２１０ ３９０ １６０
（参考）　１株当たり予想当期純利益（通期） 15円82銭

※上記予想には、本資料の発表日現在の将来に関する前提や見通し、計画に基づく予想が含まれております。

　上記予想と実際の業績の間には今後の様々な要因によって差異が発生する可能性があります。なお、業績予想に

　関する事項については添付資料の３ページをご参照下さい。
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１．企業集団の状況 

 

（１）企業集団の概況 

当企業集団は、当社、子会社４社で構成されており、消防・防災、航空・宇宙、工業用品分野を 

中心とする製造および販売と、不動産の賃貸ならびに管理の事業活動を展開しております。 

 

当社の事業に係わる子会社（非連結子会社１社含む）の位置づけは次の通りであります。 

桜 ホ ー ス 株 式 会 社･････ 当社消防機器の販売会社であります。 

株式会社サクラフローシステムズ･･････ 工業用高圧ホースの組立販売会社であります。 

株式会社二十一世紀･････ 当社笹塚ショッピング・モールの委託管理ならびに商品の販売

会社であります。 

さくら技術開発株式会社･･････ 当社保有の特許の効率的な運用と、知的財産権の蓄積の促進を

目的とした非連結子会社であります。 

 

 

事業の系統図は次の通りであります 
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２ ２

２．経営方針 

（１）経営の基本方針 

当社グループは、「堅実経営」を経営理念とし、顧客第一の精神に徹し「顧客満足度の

高い品質の提供」と「顧客に満足される製品作り」を実践するとともに、新製品の開発、

生産性の向上、経営の効率化などにより、企業の一層の発展を目指しながら、株主および

取引先の信頼と期待にお応えし、事業活動全般を通じて広く社会への貢献を果たすことを

経営の基本方針として企業運営を行っております。 

（２）利益配分に関する基本方針 

配当政策につきましては、株主の皆様への利益還元を充実させていくことを経営の最重

要施策と考えており、業績に応じた配当を行うことを基本方針としております。 

一方、設備投資や研究開発投資を通じた強固な企業基盤の確立と将来の事業展開に備え

るため、内部留保の充実などを考慮した利益配分に努めてまいります。 

なお、会社法施行による時期及び回数など特段の配当政策の変更は予定しておりません。 

（３）目標とする経営指標 

安定的な収益の指標として営業利益、経常利益を重視します。あわせて、特定の指標に

過度に依存することなく収益性、効率性、成長性、安定性等全体としてバランスのとれた

姿を目指しております。 

（４）中長期的な経営戦略と対処すべき課題 

当社グループは、消防・防災、航空・宇宙、工業用品分野を中心とする製造事業ならび

に不動産賃貸事業を展開し、安定した業績の確保を目指しております。 

特に消防・防災部門においては、自治体予算の削減等による消防ホース等の売上減に対

し、大規模地震災害、洪水などの自然災害、テロ、工場火災等の特殊災害に向けた優れた

高度防災資機材などの提供や新商品の開発を強化いたします。 

一方、航空・宇宙部門においては、民間機市場の拡大を睨み、品質の向上、開発のスピ

ードアップを図り受注拡大に努めて参ります。 

生産面において徹底した原価低減活動を推進し、徹底したロスの排除と人材育成を行い、

「現場力」の向上を図り、継続的な原価低減により企業体質、競争力の強化を目指します。 

また、金利上昇リスクに対応するべく、有利子負債の圧縮により、収益力及び財務体質

の改善を図ります。 

これらに重点をおき、経営の合理化・効率化を推進し、より高い付加価値を求め、企業

の発展と社会への貢献に努力いたします。 

（５）親会社等に関する事項 

当社は親会社を有していないため、記載する事項はありません。 

（６）その他、会社の経営上重要な事項 

該当事項はありません。 
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３．経営成績及び財政状態 

（１）経営成績 

① 当中間期の概況 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、原油価格と原材料価格の高騰や日銀のゼロ金

利政策の解除などにより景気への懸念材料もありましたものの、企業業績の改善にともなう

設備投資の増加、雇用情勢の改善もみられ、引き続き景気は緩やかながらも堅調に推移いた

しました。 

このような状況のもとで当社グループといたしましては、新事業の展開、販売部門の強

化、生産性の向上、新製品の開発、開発のスピードアップ、金融収支改善などの努力をい

たしました。 

その結果として、売上高は３５億５千５百万円（前年同期比 3.4％減）となりました。

利益面においては、民間航空機およびロケット用部品や官有機の補用品、発電機用部品な

どの生産増により製造固定費が吸収された影響で、営業利益は３億１千１百万円（前年同

期比 53.2％増）、経常利益２億８千２百万円(前年同期比 98.8％増)となりました。中間

純利益は、特別利益として「投資有価証券売却益」６千３百万円、特別損失として「役員

退職慰労引当金繰入額」１億２千９百万円を計上したことにより、１億４百万円(前年同

期比 41.0％増)となりました。 

これを事業の種類別セグメントでみますと、次のとおりであります。 

・製造事業 

消防・防災部門では、自治体予算の縮小による影響により売上は減少したものの、航空・

宇宙部門における民間航空機用およびロケット用部品と官有機の補用品、工業用品・その

他部門の発電機用部品等が増加した結果、売上高は３２億９千９百万円(前年同期比

3.6％減)となりました。 

営業利益は、生産増による製造固定費の吸収により３億６百万円(前年同期比 50.6％

増)となりました。 

・不動産賃貸事業 

不動産賃貸事業の売上高は、個人消費の回復の下支え等により２億５千５百万円（前年

同期比 0.4％減）となりました。 

営業利益は、営業費用の削減により１億１千１百万円（前年同期比 1.1％増）となりま

した。 

 

② 通期の見通し 
今後のわが国経済につきましては、引き続き民間設備投資の拡大や企業業績の改善、個人

消費の拡大が予想されるなど、景気は緩やかながらも堅調に推移するものと思われますが、

米国経済の減速懸念、国内設備投資の鈍化の可能性、原油価格の高止まり、金利の上昇、販

売競争の激化など先行き不透明な要因も懸念されることから経営環境は、依然として楽観で

きない状況で推移するものと予想されます。 

このような状況の中で当社グループといたしましては、新事業の展開、新製品の開発と

徹底したコストダウンの積極的な展開を念頭におき、消防・防災部門においては、お客様

のニーズを的確に捉え、お客様に喜ばれる防災資機材の開発・提供、航空・宇宙部門の民

間機用部品の受注拡大、工業用品・その他部門の拡販、原価低減活動の推進、有利子負債

の削減を行い、さらなる企業努力をもって経営全般の効率化を図り、引き続き安定的な経

営基盤の確立に向けて当社グループの総力を傾注する所存であります。 

なお、連結業績見通しにつきましては、平成 18 年 11 月 15 日に業績予想を修正してお

ります。連結売上高７２億１千万円、連結営業利益４億５千万円、連結経常利益３億９千

万円、連結当期純利益１億６千万円を見込んでおります。 
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（２）キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、前連結会

計年度末に比べて１億３千５百万円の減少となり、当中間連結会計期間末残高は５億９千

６百万円(前期末比 18.5％減)となりました。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前中間

純利益２億１千２百万円、減価償却費７千５百万円、売上債権の減少５億８千８百万円等

の資金の増加に対し、裏書譲渡手形・割引手形の減少による１億８千３百万円の収入の減

および棚卸資産の増加１億７千７百万円、仕入債務の減少２億６千７百万円及び法人税等

の支払１億４千１百万円等により８千５百万円の資金の増加となりました。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、固定資産の購入に

よる支出１千７百万円と保険金の支払等により２千３百万円の資金の減少となりました。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、長・短期借入金の

増減額１億４千７百万円の減少と配当金の支払５千万円により１億９千８百万円の資金

の減少となりました。 

 

 

なお、当企業集団のキャシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりです。 

  平成17年９月期 平成18年３月期 平成18年９月期

自己資本比率(％) 22.6 24.0 24.1 

時価ベースの自己資本比率(％) 26.5 32.3 41.3 

債務償還年数(年) ― ― ― 

インタレスト・カバレッジ・ 

レシオ（倍） ― ― 2.0 

（注） 

１．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

２．各指標は、下記の基準で算出しております。 

 （１）自己資本比率 ＝ 自己資本 ÷ 総資産 

 （２）時価ベースの自己資本比率 ＝ 株式時価総額 ÷ 総資産 

   * 株式時価総額 ＝ 期末株価終値 × 期末発行済株式総数（期末自己株式数を除く） 

 （３）債務償還年数 ＝ 有利子負債 ÷ 営業キャッシュ・フロー 

    なお、9月期については、半期(半年)のため数値を表示しておりません。 

 （４）インタレスト・カバレッジ・レシオ ＝ 営業キャッシュ・フロー ÷ 利払い 

３．営業キャッシュ･フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッ

シュ･フローを使用しております。 

４．利払いは、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 
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（３）事業等のリスク 

経営成績及び財政状態等に影響を及ぼす可能性のある主なリスクは、以下のようなものが

あります。なお、文中における将来に関する事項は、本中間決算短信発表日(平成18年 11月

22日)現在において判断したものであります。 

 

① 原材料価格の高騰 

当社グループの製品群は、石油など一次産品をもとにした原材料を加工したものと金属素

材が中心であり、今後も需要増他による原油価格や金属素材の高騰が続き、製品価格に転嫁

できないような景気動向が続く場合、経営成績及び財政状態に影響を及ぼすことが考えられ

ます。 

 

② 地震等の災害リスク 

昨今の風水害や大規模地震の発生では、想像を超える被害がありました。当社の主力工場

は栃木県に位置し、出来る限り地震対策等を実施しておりますが、災害の発生により一時的

な生産中止、市場への製品供給に支障をきたし、経営成績や財政状態に影響を及ぼすことが

考えられます。 

 

③ 製品の欠陥 

当社グループは、国内及び海外の品質基準により製品の製造を行い、全ての製品につき欠

陥が発生しないように万全の品質保証体制を整えておりますが、万が一品質不良、品質事故

が発生した場合、対外コストや製品の評価の低下により、経営成績及び財政状態に影響を及

ぼすことが考えられます。 

 

④ 固定資産の減損 

当社グループは、平成18年３月期より「固定資産の減損に係る会計基準」を適用しており

ますが、今後、事業環境が大幅に悪化するなどの場合は、減損損失が発生し、経営成績及び

財政状態に影響を及ぼすことが考えられます。 

 

⑤ 外国為替の変動 

当社グループは、外貨建の輸入等に係る通貨変動に対するリスクを、ヘッジ会計を適用し

たスワップなどデリバティブ取引により一定限度まで低減しておりますが、短期及び中長期

の予測を超えた為替変動があった場合、経営成績及び財政状態に影響を及ぼすことが考えら

れます。 

 

⑥ 金融市場の動向 

当社グループは、資金調達時に金利変動に対するリスクを、ヘッジ会計を適用した金利ス

ワップなどデリバティブ取引により一定限度まで低減しておりますが、今後の急激な金利の

上昇がある場合、経営成績及び財政状態に影響を及ぼすことが考えられます。 

 
⑦ 退職給付債務 

当社グループの退職給付費用及び退職給付債務は、数理計算上で割引率や、従業員の平均

残存勤務期間や退職率などの前提条件と、年金資産の期待運用収益率等に基づき計算されて

おり、年金資産の運用利回り悪化や割引率の低下があった場合、経営成績及び財政状態に影

響を及ぼすことが考えられます。 

 



４．中間連結財務諸表

（１）中間連結貸借対照表
（千円未満は切捨）

前中間連結会計期間末当中間連結会計期間末前連結会計年度(要約)

科　　　目 平成17年9月30日現在 平成18年9月30日現在 平成18年3月31日現在

金　額 構成比 金　額 構成比 金　額 構成比

資 産 の 部 % % %

Ⅰ流動資産

1 現金及び預金 1,081,578 735,470 871,336

2 受取手形及び売掛金 2,352,124 2,665,547 3,070,364

3 たな卸資産 1,606,780 1,768,377 1,590,686

4 前払費用 28,451 34,313 15,074

5 未収入金 290,316 306,647 303,251

6 繰延税金資産 108,763 115,611 134,168

7 その他 179,631 192,114 40,661

貸倒引当金 △ 7,266 △ 5,785 △ 6,897

流動資産合計 5,640,380 54.7 5,812,297 56.8 6,018,646 56.9

Ⅱ固定資産

1 有形固定資産

(1)建物 2,168,786 2,094,655 2,129,635

(2)構築物 26,799 24,608 25,597

(3)機械及び装置 303,288 322,138 288,380

(4)車輛及び運搬具 2,361 2,537 2,884

(5)工具・器具及び備品 23,014 30,292 32,007

(6)土地 1,205,269 1,205,269 1,205,269

有形固定資産合計 3,729,518 36.2 3,679,501 35.9 3,683,773 34.8

2 無形固定資産

(1)借地権 30,066 30,066 30,066

(2)その他 5,770 5,770 5,770

無形固定資産合計 35,836 0.3 35,836 0.4 35,836 0.3

3 投資その他の資産

(1)投資有価証券 448,894 397,076 537,417

(2)長期営業債権 204,748 204,748 204,748

(3)破産債権更生債権等 29,847 26,506 29,417

(4)保険積立金 173,664 143,994 149,769

(5)繰延税金資産 2,132 50,193 4,035

(6)その他 107,565 33,913 71,809

貸倒引当金 △ 60,217 △ 146,876 △ 149,787

投資その他の資産合計 906,636 8.8 709,556 6.9 847,410 8.0

固定資産合計 4,671,991 45.3 4,424,895 43.2 4,567,020 43.1

資産合計 10,312,372 100.0 10,237,193 100.0 10,585,667 100.0
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（千円未満は切捨）

前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前連結会計年度(要約)

科　　　目 平成17年9月30日現在 平成18年9月30日現在 平成18年3月31日現在

金　額 構成比 金　額 構成比 金　額 構成比

% % %

負 債 の 部

Ⅰ流動負債

1 支払手形及び買掛金 1,129,776 961,184 1,228,423

2 短期借入金 1,710,335 1,219,668 1,613,337

3 １年以内返済長期借入金 1,164,823 1,214,328 1,159,038

4 未払金 3,766 3,258 10,141

5 未払法人税等 68,183 124,820 141,095

6 未払消費税等 － － 53,241

7 未払費用 140,977 159,827 185,759

8 預り金 287,464 204,939 271,697

9 賞与引当金 235,964 243,424 218,940

10 役員賞与引当金 － 18,000 －

11 設備関係支払手形 32,686 68,461 2,154

12 その他 243,915 194,121 28,741

流動負債合計 5,017,892 48.6 4,412,034 43.1 4,912,571 46.4

Ⅱ固定負債

1 社債 400,000 400,000 400,000

2 長期借入金 1,493,696 1,874,673 1,683,617

3 預り敷金・保証金 290,160 284,407 285,436

4 繰延税金負債 － 4,844 50,306

5 退職給付引当金 706,014 627,920 670,213

6 役員退職慰労引当金 － 135,039 －

7 その他 78,217 32,119 43,396

固定負債合計 2,968,087 28.8 3,359,004 32.8 3,132,970 29.6

負債合計 7,985,980 77.4 7,771,039 75.9 8,045,541 76.0

少数株主持分

少数株主持分 － － － － － －
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（千円未満は切捨）

前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前連結会計年度(要約)

科　　　目 平成17年9月30日現在 平成18年9月30日現在 平成18年3月31日現在

金　額 構成比 金　額 構成比 金　額 構成比

% % %

資 本 の 部

Ⅰ資本金 506,000 4.9 － － 506,000 4.8

Ⅱ資本剰余金 285,430 2.8 － － 285,430 2.7

Ⅲ利益剰余金 1,416,450 13.7 － － 1,571,840 14.8

Ⅳその他有価証券評価差額金 119,788 1.2 － － 178,519 1.7

Ⅴ自己株式 △ 1,277 △ 0.0 － － △ 1,663 △ 0.0

資本合計 2,326,391 22.6 － － 2,540,125 24.0

負債、少数株主持分及び
資本合計

  純 資 産 の 部

Ⅰ株主資本

1 資本金 － 506,000 －

2 資本剰余金 － 285,430 －

3 利益剰余金 － 1,590,739 －

4 自己株式 － △ 1,823 －

株主資本合計 － － 2,380,346 23.3 － －

Ⅱ評価・換算差額等

1 その他有価証券評価差額金 － 105,079 －

2 繰延ヘッジ損益 － △ 19,271 －

評価・換算差額等合計 － － 85,807 0.8 － －

純資産合計 － － 2,466,154 24.1 － －

負債、純資産合計 － － 10,237,193 100.0 － －
(注)

1 有形固定資産の減価償却累計額 6,663,060 千円 6,593,178 千円 6,617,406 千円

2 担保に供している資産 3,351,053 千円 3,188,767 千円 3,387,120 千円

3 受取手形割引高 152,759 千円 － 千円 74,430 千円

4 債権流動化による受取手形裏書

譲渡高

※流動化による未収入金残高 289,702 千円 225,777 千円 302,328 千円

5 中間連結会計期間末日満期手形の処理については、満期日に決済が行われたものとして処理して

おります。なお、当中間連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の中間連結会計期

間末日満期手形が、中間連結会計期間末残高から除かれております。

　受取手形 － 千円 87,500 千円 － 千円

　支払手形 － 千円 206,505 千円 － 千円

100.010,585,66710,312,372 100.0 － －

589,506 千円328,628 千円 480,316 千円

 8



（２）中間連結損益計算書

(千円未満は切捨)

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度(要約)

自　平成17年4月 1日 自　平成18年4月 1日 自　平成17年4月 1日

科　　　目 至　平成17年9月30日 至　平成18年9月30日 至　平成18年3月31日

金　額 百分比 金　額 百分比 金　額 百分比

% % %

Ⅰ 売上高 3,680,405 100.0 3,555,164 100.0 7,799,887 100.0

Ⅱ 売上原価 2,711,636 73.7 2,445,776 68.8 5,704,279 73.1

売上総利益 968,769 26.3 1,109,388 31.2 2,095,607 26.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費 765,360 20.8 797,753 22.4 1,601,473 20.6

営業利益 203,408 5.5 311,634 8.8 494,134 6.3

Ⅳ 営業外収益

1 受取利息 107 82 382

2 受取配当金 4,255 4,358 5,165

3 受取賃貸料 － 3,593 －

4 保険代理店手数料収入 － 3,595 7,223

5 雑収入 17,530 10,863 31,790

営業外収益合計 21,893 0.6 22,492 0.6 44,561 0.6

Ⅴ 営業外費用

1 支払利息 37,159 40,317 76,237

2 社債利息 1,445 1,445 2,870

3 雑支出 44,539 9,742 56,357

営業外費用合計 83,143 2.2 51,506 1.4 135,465 1.8

経常利益 142,157 3.9 282,621 8.0 403,230 5.1

Ⅵ 特別利益

1 貸倒引当金戻入益 － 1,657 －

2 固定資産売却益 7,054 － 15,526

3 投資有価証券売却益 － 63,240 －

特別利益合計 7,054 0.2 64,897 1.8 15,526 0.2

Ⅶ 特別損失

1 固定資産除却損 2,120 4,810 2,607

2 役員退職慰労引当金繰入額 － 129,858 －

特別損失合計 2,120 0.1 134,668 3.8 2,607 0.0

税金等調整前中間(当期)純利益 147,091 4.0 212,850 6.0 416,149 5.3

法人税、住民税及び事業税 60,798 119,637 190,621

法人税等調整額 12,202 △ 11,254 △ 3,952

中間(当期)純利益 74,090 2.0 104,467 2.9 229,479 2.9

(注)
1 固定資産売却益の内訳

機械及び装置 7,054 千円 － 千円 15,526 千円
2 固定資産除却損の内訳

機械及び装置 220 千円 3,957 千円 280 千円
車輌及び運搬具 － 千円 63 千円 － 千円
工具・器具及び備品 1,900 千円 789 千円 2,327 千円
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（３）中間連結剰余金計算書

（千円未満は切捨）

前中間連結会計期間 前連結会計年度

自　平成17年4月 1日 自　平成17年4月 1日

科　　　目 至　平成17年9月30日 至　平成18年3月31日

金　　額 金　　額

資本剰余金の部

Ⅰ 資本剰余金期首残高 285,430 285,430

Ⅱ 資本剰余金中間期末(期末)残高 285,430 285,430

利益剰余金の部

Ⅰ 利益剰余金期首残高 1,422,939 1,422,939

Ⅱ 利益剰余金増加高

1 中間(当期)純利益 74,090 74,090 229,479 229,479

Ⅲ 利益剰余金減少高

1 配当金 50,579 50,579

2 役員賞与金 30,000 30,000

(うち監査役賞与金) (3,150) 80,579 (3,150) 80,579

Ⅳ 利益剰余金中間期末(期末)残高 1,416,450 1,571,840
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（４）中間連結株主資本等変動計算書

当中間連結会計期間（自 平成18年4月1日  至 平成18年9月30日） （千円未満は切捨）

株　主　資　本 評価・換算差額等

株主資本 その他 繰延ヘッジ 評価・換算 純資産

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 合計 有価証券 損益 差額等合計 合計

評価差額金

平成18年3月31日残高 506,000 285,430 1,571,840 △1,663 2,361,606 178,519 － 178,519 2,540,125

当中間連結会計期間中の
変動額

剰余金の配当 △50,567 △50,567 △50,567

利益処分による役員賞与 △35,000 △35,000 △35,000

中間純利益 104,467 104,467 104,467

自己株式の取得 △160 △160 △160

株主資本以外の項目の

当中間連結会計期間中の
変動額(純額)

当中間連結会計期間中の
変動額の合計

平成18年9月30日残高 506,000 285,430 1,590,739 △1,823 2,380,346 105,079 △19,271 85,807 2,466,154

(注)

1.発行済株式の種類及び総数に関する事項

前連結会計年度末 増　加 減　少 当中間連結会計期間末

　　普通株式　（株）

2.自己株式の種類及び株式数に関する事項

前連結会計年度末 増　加 減　少 当中間連結会計期間末

　　普通株式　（株）

（変動事由の概要）

　増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

　　　単元未満株式の買取りによる増加 400株

3.新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

4.配当に関する事項

　配当金支払額
株式の 配当金の 1株当たり 効力

決議 種類 総額 配当額 基準日 発生日
（千円） （円）

平成18年6月29日 平成18年 平成18年
定時株主総会 3月31日 6月30日

△73,971

△73,439 △19,271 △92,711 △92,711

18,739 △73,439 △19,271 △92,711－ － 18,899 △160

普通株式 50,567 5

10,120,000 －

6,403 400 － 6,803

－ 10,120,000
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（５）中間連結キャッシュ・フロー計算書

（千円未満は切捨）

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

自 平成17年4月 1日 自 平成18年4月 1日 自 平成17年4月 1日

科　　　目 至 平成17年9月30日 至 平成18年9月30日 至 平成18年3月31日

金　額 金　額 金　額

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

1 税金等調整前中間(当期)純利益 147,091 212,850 416,149

2 減価償却費 74,281 75,797 150,398

3 貸倒引当金の増減額(減少：△) 2,906 △ 4,022 92,106

4 賞与引当金の増加額(減少：△) 25,081 24,484 8,057

5 役員賞与引当金の増加額(減少：△) － 18,000 －

6 退職給付引当金の減少額(減少：△) △ 43,666 △ 42,292 △ 79,467

7 役員退職慰労引当金の増加額(減少：△) － 135,039 －

8 受取利息及び受取配当金 △ 4,362 △ 4,440 △ 5,548

9 支払利息 38,604 41,763 79,107

10 固定資産売却益 △ 7,054 － △ 15,526

11 固定資産除却損 2,120 4,810 2,607

12 投資有価証券売却益 － △ 63,240 －

13 売上債権の増減額(増加：△) 434,182 588,436 △ 466,606

14 たな卸資産の増減額(増加：△) 60,027 △ 177,691 76,121

15 未収入金の増減額(増加：△) △ 48,784 77,787 △ 61,719

16 仕入債務の減少額(減少：△) △ 336,658 △ 267,238 △ 238,011

17 割引手形の増減額(減少：△) 152,759 △ 74,430 74,430

18 裏書譲渡手形の減少額(減少：△) △ 362,784 △ 109,189 △ 101,905

19 預り金の減少額(減少：△) △ 33,767 △ 66,757 △ 49,535

20 預り敷金･保証金の減少額(減少：△) △ 586 － －

21 役員賞与の支払額 △ 30,000 △ 35,000 △ 30,000

22 その他 52,471 △ 68,574 83,393

小計 121,862 266,091 △ 65,949

23 利息及び配当金の受取額 4,362 4,440 5,548

24 利息の支払額 △ 37,076 △ 43,611 △ 78,080

25 法人税等の支払額 △ 94,801 △ 141,518 △ 151,712

営業活動によるキャッシュ・フロー △ 5,653 85,401 △ 290,195
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（千円未満は切捨）

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

自 平成17年4月 1日 自 平成18年4月 1日 自 平成17年4月 1日

科　　　目 至 平成17年9月30日 至 平成18年9月30日 至 平成18年3月31日

金　額 金　額 金　額

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

1 定期預金の解約による収入 70,000 － 326,000

2 定期預金の預入れによる支出 － － △ 118,000

3 有形固定資産の売却による収入 7,800 － 22,304

4 有形固定資産の取得による支出 △ 14,390 △ 17,169 △ 75,933

5 投資有価証券の償還による収入 － － 10,000

6 投資有価証券の売却による収入 － 430 －

7 投資有価証券の取得による支出 △ 644 △ 431 △ 1,282

8 貸付金回収による収入 367 306 735

9 その他の投資活動による収入 10,078 10,505 38,995

10 その他の投資活動による支出 △ 16,369 △ 16,857 △ 20,429

投資活動によるキャッシュ・フロー 56,841 △ 23,216 182,388

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

1 短期借入金の純増減額 10,335 △ 393,669 △ 86,663

2 長期借入れによる収入 850,000 900,000 1,750,000

3 長期借入金の返済による支出 △ 729,713 △ 653,654 △ 1,445,577

4 自己株式の取得による支出 △ 309 △ 160 △ 694

5 配当金の支払額 △ 50,579 △ 50,567 △ 50,579

財務活動によるキャッシュ・フロー 79,733 △ 198,050 166,485

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額 130,921 △ 135,865 58,679

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 673,457 732,136 673,457

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 804,378 596,270 732,136
(注)
現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

千円 千円 千円

現金及び預金勘定 1,081,578 735,470 871,336

預入期間が3ヶ月を超える定期預金 △ 277,200 △ 139,200 △ 139,200

現金及び現金同等物 804,378 596,270 732,136
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14 

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 
１．連結の範囲に関する事項 
（１）連結子会社  ３社 
    桜ホース株式会社、株式会社サクラフローシステムズ、株式会社二十一世紀 
（２）非連結子会社 １社 
    さくら技術開発株式会社 
   連結の範囲から除いた理由 
    非連結子会社は、小規模会社であり、合計の総資産、売上高、中間純損益及び利益剰余  

金等は、いずれも中間連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためであります。 
 
２．持分法の適用に関する事項 
 持分法を適用しない非連結子会社 
    さくら技術開発株式会社 
 持分法を適用しない理由 
    持分法非適用会社は、中間純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全

体としても重要性がないため、持分法適用から除外しております。なお、関連会社はあ

りません。 
 
３．連結子会社の中間決算日に関する事項 
 連結子会社の中間決算日は、中間連結決算日と一致しております。 
 
４．会計処理基準に関する事項 
（１）重要な資産の評価基準及び評価方法 

①たな卸資産の評価基準及び評価方法 
    ａ．商品、製品、半製品、仕掛品………………………先入先出法による原価法 
    ｂ．原材料、貯蔵品（材料費扱いのもの）……………移動平均法による原価法 
    ｃ．貯蔵品（上記以外のもの）…………………………最終仕入原価法 
   ②デリバティブ等の評価基準及び評価方法 
     デリバティブ……時価法 

③有価証券の評価基準及び評価方法 
     その他有価証券 時価のあるもの……中間決算期末日の市場価格等に基づく時価法 

評価差額は全部純資産直入法により評価し、 
売却原価は移動平均法により算定 

             時価のないもの……移動平均法による原価法 
（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 
    有形固定資産…………定率法 
              但し、平成 10年 4月 1日以降取得した建物(附属設備は除く) 
              については、定額法を採用しております。 
              また、不動産賃貸部門においては定額法によっております。 
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（３）重要な引当金の計上基準 
  ①貸倒引当金……………一般債権は貸倒実績率法によっております。また、貸倒懸念債権 
             及び破産更生債権等は財務内容評価法によっております。 
  ②賞与引当金……………従業員の賞与の支給に備えるため賞与支給規定に基づき支給見込 
             額の当期負担額を計上しております。 
  ③役員賞与引当金………役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、当連結会計年度末 
             における支給見込額に基づき、当中間連結会計期間に見合う分を 
             計上しております。 
             [会計方針の変更] 
              当中間連結会計期間から「役員賞与に関する会計基準」（企業会 
             計基準委員会 平成 17年 11月 29日 企業会計基準第 4号）を適 
             用しております。 
              これにより営業利益、経常利益及び税金等調整前中間純利益は 
             18,000千円減少しております。 
              なお、セグメント情報に与える影響については、当該箇所に記 
             載しております。 
  ④退職給付引当金………従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給 
             付債務及び年金資産の見込額に基づき、当中間連結会計期間末に 
             おいて発生していると認められる額を計上しております。なお、 

数理計算上の差異については、各連結会計年度発生時の従業員の 
平均残存勤務期間以内の一定年数(13年)による按分額を定額法に 
よって翌連結会計年度より費用処理しております。 

  ⑤役員退職慰労引当金…役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規を基礎として算定され 
た支給見積額のうち当中間連結会計期間末において発生している 
と認められる額を計上しております。 

             [会計方針の変更] 
 役員退職慰労金について、従来、支出時の費用として処理して

おりましたが、当中間連結会計期間より内規を基礎として算定さ

れた支給見積額のうち当中間連結会計期間末において発生してい

ると認められる額を計上する方法に変更いたしました。 
 この変更は、近年の役員退職慰労金の引当金計上が会計慣行と

して定着しつつあることを踏まえ、当社においても将来の支出時

における一時的負担の増大を避け、役員の在任期間にわたって費

用配分することにより、財務内容の健全化及び期間損益の適正化

を図るために行うものであります。 
 この変更に伴い、当中間連結会計期間発生額 5,181 千円は「販
売費及び一般管理費」に計上し、過年度相当額 129,858千円は「特
別損失」に計上しております。 
 この結果、従来の方法と比較として、営業利益及び経常利益は

5,181千円、税金等調整前中間純利益は 135,039千円それぞれ減少
しております。 
 なお、セグメント情報に与える影響については、当該箇所に記

載しております。 
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（４）重要なリース取引の処理方法 
    リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース 

取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
（５）重要なヘッジ会計の方法 
   ①ヘッジ会計の方法………繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、特例処理の要件 
               を満たしている金利スワップについては特例処理を採用して 
               おります。 
   ②ヘッジ手段とヘッジ対象 
      ヘッジ手段…………通貨スワップ、金利スワップ 
      ヘッジ対象…………外貨建金銭債権債務、借入金 
   ③ヘッジ方針………………主として内部規定に基づき、為替相場変動リスク及び金利変動 
               リスクをヘッジしております。 
   ④ヘッジ有効性評価の方法 
            ………ヘッジ対象のキャッシュフロー変動の累計又は相場変動を半 
               期ごとに比較し、両者の変動額等を基礎にして、ヘッジ有効性 
               を評価しています。但し、特例処理によっている金利スワップ 
               については、有効性の評価を省略しております。 
（６）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 
    消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 
 
５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、

要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期投資からなっておりま

す。 
 

 
[会計方針の変更] 
（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等） 

当中間連結会計期間から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会

計基準委員会 平成 17年 12月 9日 企業会計基準第 5号）及び「貸借対照表の純資産
の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準委員会 平成 17 年 12 月 9
日 企業会計基準適用指針第 8号）を適用しております。 
これによる損益に与える影響はありません。なお、従来の「資本の部」の合計に相当

する金額は 2,485,426千円であります。 
前中間連結会計期間において「資産の部」の「投資その他の資産」の「その他」に含

めておりました「繰延ヘッジ損失」は、当中間連結会計期間から税効果調整後の金額を

「評価・換算差額等」の内訳科目の「繰延ヘッジ損益」として表示しております。なお、

前中間連結会計期間の繰延ヘッジ損失について、当中間連結会計期間と同様の方法によ

った場合の金額は 46,930千円であります。 
中間連結財務諸表規則の改正により、当中間連結会計期間における中間連結財務諸表

は、改正後の中間連結財務諸表規則により作成しております。 
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[表示方法の変更] 
（中間連結損益計算書） 

前中間連結会計期間において、営業外収益の「雑収入」に含めて表示しておりました

「受取賃貸料」（前中間連結会計期間 3,828 千円）及び「保険代理店手数料収入」（前中
間連結会計期間 2,854 千円）については、当中間連結会計期間において営業外収益総額
の 100分の 10以上であるため、当中間連結会計期間より区分掲記しております。 

 
（中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

前中間連結会計期間において、営業活動によるキャッシュ・フローにおける独立科目

として掲記しておりました「預り敷金・保証金の増減額」（当中間連結会計期間 1,029千
円の減少）は、金額が僅少となったため、当中間連結会計期間より営業活動によるキャ

ッシュ・フローの小計区分前の「その他」に含めて表示しております。 
 
 

[注記事項] 
（リース取引関係） 

EDINETによる開示を行うため、注記を省略しております。 
 
（デリバティブ取引） 

  （前中間連結会計期間） 
   デリバティブ取引については、全てヘッジ会計が適用されているため注記の対象から除い

ております 
  （当中間連結会計期間） 
   デリバティブ取引については、全てヘッジ会計が適用されているため注記の対象から除い

ております。 
  （前連結会計年度） 
   デリバティブ取引については、全てヘッジ会計が適用されているため注記の対象から除い

ております。 
 
（ストック・オプション等） 

  （当中間連結会計期間） 
   該当事項はありません。 
 



（６）セ グ メ ン ト 情 報

１.事業の種類別セグメント情報

     前中間連結会計期間（自 平成１７年４月１日  至 平成１７年９月３０日）
 (千円未満は切捨)

製造事業
不 動 産
賃 貸 事 業

計
消去又は
全 社

連 結

Ⅰ 売上高及び営業損益
売    上    高
（1）外部顧客に対する売上高 3,423,920 256,484 3,680,405 - 3,680,405
（2）セグメント間の内部

売 上 高 又 は 振 替 高 - 6,420 6,420 ( 6,420 ) -
計 3,423,920 262,904 3,686,825 ( 6,420 ) 3,680,405

営  業  費  用 3,220,644 152,739 3,373,383 103,613 3,476,997
営  業  利  益 203,276 110,165 313,441 ( 110,033 ) 203,408

注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっている。
  ２．各事業の主な製品

  (１)  製  造  事  業･････消防機器、航空・宇宙機器、工業用品・その他
  (２)  不動産賃貸事業･････不動産賃貸収入

 ３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（110,033千円）の主なものは、親会社本社の総務
     部門等管理部門に係る費用である。

     当中間連結会計期間（自 平成１８年４月１日  至 平成１８年９月３０日）
 (千円未満は切捨)

製造事業
不 動 産
賃 貸 事 業

計
消去又は
全 社

連 結

Ⅰ 売上高及び営業損益
売    上    高
（1）外部顧客に対する売上高 3,299,778 255,385 3,555,164 - 3,555,164
（2）セグメント間の内部

売 上 高 又 は 振 替 高 - 6,420 6,420 ( 6,420 ) -
計 3,299,778 261,805 3,561,584 ( 6,420 ) 3,555,164

営  業  費  用 2,993,614 150,464 3,144,078 99,450 3,243,529
営  業  利  益 306,164 111,341 417,505 ( 105,870 ) 311,634

注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。
  ２．各事業の主な製品

  (１)  製  造  事  業･････消防機器、航空・宇宙機器、工業用品・その他
  (２)  不動産賃貸事業･････不動産賃貸収入

 ３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（105,870千円）の主なものは、親会社本社の総務
     部門等管理部門に係る費用であります。
 ４．「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ４ 会計処理基準に関する事項　（３）重要な引当金の
　　計上基準　③役員賞与引当金[会計方針の変更]及び⑤役員退職慰労引当金[会計方針の変更]」に記載のとおり、当
　　中間連結会計期間から「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準第4号）を適用しており、また、役員退職慰労
　　引当金を計上する方法に変更しております。
　　　この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、「製造事業」における当中間連結会計期間の営業費用は23,181
　　千円増加し、営業利益が同額減少しております。

     前連結会計年度（自 平成１７年４月１日  至 平成１８年３月３１日）
 (千円未満は切捨)

製造事業
不 動 産
賃 貸 事 業

計
消去又は
全 社

連 結

Ⅰ 売上高及び営業損益
売    上    高
（1）外部顧客に対する売上高 7,290,471 509,415 7,799,887 - 7,799,887
（2）セグメント間の内部

売 上 高 又 は 振 替 高 - 12,840 12,840 ( 12,840 ) -
計 7,290,471 522,255 7,812,727 ( 12,840 ) 7,799,887

営  業  費  用 6,802,798 306,753 7,109,551 196,201 7,305,753
営  業  利  益 487,673 215,502 703,175 ( 209,041 ) 494,134

注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっている。
  ２．各事業の主な製品

  (１)  製  造  事  業･････消防機器、航空・宇宙機器、工業用品・その他
  (２)  不動産賃貸事業･････不動産賃貸収入

 ３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（209,041千円）の主なものは、親会社本社の総務
     部門等管理部門に係る費用である。

２．所在地別セグメント情報
 　前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度の所在地別セグメント情報は、本国

以外連結子会社・在外支店がないため記載を省略しております。
３．海 外 売 上 高

　前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度の海外売上高は、連結売上高の10％
未満であるので記載を省略しております。
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（７）有価証券の時価等

１．時価のある有価証券

（千円未満は切捨）

区　　　分

中間連結 中間連結 連結

そ の 他 有 価 証 券 取得原価 貸借対照表 差　額 取得原価 貸借対照表 差　額 取得原価 貸借対照表 差　額

計上額 計上額 計上額

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

株 式 117,261 318,882 201,620 115,934 291,075 175,141 134,170 431,702 297,531

小　　　計 117,261 318,882 201,620 115,934 291,075 175,141 134,170 431,702 297,531

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

① 株 式 16,270 14,501 △ 1,769 295 286 △ 9 － － －

② そ の 他 10,000 9,796 △ 204 － － － － － －

小　　　計 26,270 24,297 △ 1,973 295 286 △ 9 － － －

合　　　　　計 143,532 343,179 199,647 116,229 291,361 175,132 134,170 431,702 297,531

２．時価評価されていない主な有価証券（有価証券のうち満期保有目的の債権を除く）

（千円未満は切捨）

内　　　容

そ の 他 有 価 証 券

非 上 場 株 式 105,714 105,714 105,714

合　　　　　計 105,714 105,714 105,714

中間連結貸借対照表計上額 中間連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額

前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前連結会計年度

平成17年9月30日現在 平成18年9月30日現在 平成18年3月31日現在

前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前連結会計年度

平成17年9月30日現在 平成18年9月30日現在 平成18年3月31日現在
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